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　1.はじめに 

　2014年9月27日の御嶽山噴火を受け，2015年に活動的火山特別措置法が改定され，自治体は火山防災

マップの配布等により避難場所，円滑な警戒避難の把握に必要な事項を周知するとともに，自治体による登山

者等の情報把握の努力義務と，登山者の火山情報の収集，連絡手段の確保等の努力義務が新たに追加され

た。一方，登山者への火山防災情報の伝達方法について，現状では十分検討されているとは言い難く，緊急時

における円滑な情報提供と避難手法の確立が急務である。また，平常時における避難路・避難経路等に関する

普及啓発も重要であると考えられる。 

 

　さらに登山者等も自ら情報収集や危険箇所の把握に努めるよう努力義務が定められたが，実際に登山者が登

山前に火山情報を収集しているか疑念が残る。さらに登山届の提出など基本的な安全管理行動が適切に行われ

ているか疑問が残る。 

 

　そこで本研究では，栗駒山および秋田駒ヶ岳を対象として，登山者の活火山に対する意識調査を行った。 

 

 

　2．調査項目と調査方法 

　調査は対面アンケートで行われた。下山した登山者に対し，登山経験，，登山届提出の有無，登山時の所持

品，噴火警戒レベルの理解度等，年齢，居住地など計21項目の設問を用意した。対面アンケートは栗駒山では

2018年10月6日に須川温泉付近の登山道入口で，秋田駒ヶ岳では2018年10月7日にアルパこまくさ前で実施

した。サンプル数は栗駒山でN=72，秋田駒ヶ岳でN=81であった。 

 

 

　3.単純集計 

　秋田駒ヶ岳では，岩手・秋田両県からの登山者が多いのに対し，栗駒山では関東地方から大型バスで来訪す

る団体登山者が多く認められた。また秋田駒ヶ岳，栗駒山ともに67％の登山客が登山届を出していない。栗駒

山では約40％，秋田駒ヶ岳では約25％の登山客が登っている山を活火山と認識されておらず，噴火警戒レベ

ルに対しても十分理解がされている状況ではないことが明らかになった。
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